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0 雇用者数が増加傾向にある中で、非正規用比率は上昇傾向にある。

0 近年の非正規用者数の増加のほとんどは、60 以上の男女と59歳以下の女性。
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人口と労力人口

0 少子齢化の進展により、生産年人口は大きく減少してきているが、
を有する労力人口は、2012年以降増加している。
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正規雇用労働看
(大企梨役.従集

公的医療
保険

就労形態等ごとのキ土会保障制度・税制の適用関係(イメージ)
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所得税の区分

給与所得は、源泉徴収、年末調整、給与所得控徐という経費の
概算控徐がセットとなっており、年末調整の結果多くの給与所
得者は税務署に申告をすることが不要とされている。

事業所得は、経費の概算控徐、源泉徴収告1_度はなく、自ら申告
をする義務を負い、予定納税佑1_度が導入されている。ただし、
税理士、弁護士、司法書士などに支払う報酬に対しては、源泉
程剣又佑1_度が導入されている。

事業所得と雑所得の区分。事業所得は、給与所得など他の所得
との損益通算や、青色申告を要件に損失の繰越控徐ができるが、
雑所得であれぱ、他の所得との損益通算や損失の繰越控徐はで
きないので、この区分も重要となる。
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シエアリンクサービスの課税関係

プラットフォーム 法人

居住者

非居住者

提供者

.課税

法人

法人税

居住者

.不課税

非居住者

.課税

個人

居住者

.不課税

購入者

非居住者

居住者

非居住者

居住者

非居住

法人

所得税

個人

.経費参入可能

. 所得の性格により、事業所得、雑所得、譲渡所得に区
分(事業所得であれぱ必要経費が認められる)

生活に通常必要な物品の売買は非課税
源泉徴収される場合もある

役務の提供を国内で行った場合は所1昇ネ兇の対象

源泉徴収される場合もある

購入するサービスが、源泉徴収が必要な役務の場合に
は源泉徴収を行う

.

課税

課税

.りバースチャージ方式または事業者申告納税方式により

納付(役務の性質等による)

.課税

.プラットフォームが外国法人の場合にはりバースチャージ
方式で納付する場合もある(役務の性質等による)

.役務の提供を国内で行った場合、および電気通信役
務の提供に該当する場合は課税対象
.国外事業者申告納税方式により納付

.生活に通常必要な物品の売買は不課税、それ以外の
対価を得て行う資産の譲渡、役務の提供等は課税対

象

.課税売上高力杠,000万円以下の場合は納税免除

.電気通信役務の提供に該当する場合および役務の提
供を国内で行った場合は課税対象

.課税(仕入控除の対象)

.購入するサービスの提供を国内で受ける場合は課税対
象俳内税義務なし)

.課税俳内税義務なし)

.購入するサービスの提供を国内で受ける場合は課税対
象俳解兇義務なし)

.

.

.

.
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クラウドソーシング(発注者・受注者ブラツトフーマーとも国内)

支払額=契約金額一源泉徴収金額+プラットフォーム利用料
(消費税込)(消費税込)

国税:源泉徴収所1与税

ハ泉徴収が必要な
報酬・料金等の場合
は源泉徴収を行う

発注者
6去人、/個人)

0

契約金額一源泉徴収金額+プラットフォーム利用半
(消費税込) (消費税込)

プラットフォーム利
用料はオプシ'

契約

サービス提供

お金の流れ

業務委託契約

サービス利用契約

課税売上=発注者プラットフォーム利用料+受注者プラットフォーム利用料

(消費税込) (消費税込)

受取額=契約金額一源泉徴収金額ープラットフォーム利用料
(消費税込)(消費税込)

業務

サービス利用契約
代理受領契約

プラットフォーマー

受注者
6去人、/個人)

所得区分は事業所得または
雑所得。一般的には損益通
算できる事業所得の方カネ1
経費の切り分けが不明確

国税

契約金額一源泉徴収金額ープラットフォーム利用料
(消費税込)(消費税込)

法人税
消費税

税売上ιナ等に係る消
税額から課税仕入 Aに
る消費税額を除

国税

利用料に係る消費ネ

所1尋税/法人税
消税

部の報酬等につい
ては源泉徴収済

日本国内にPEを有する外国法人を含む*.
.
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家内労働者の特例の拡充

租税特%1_措置法第27条(家内労働者等の事算所得等の所得計算の特例)

家内労働法第二条第二項に規定する家内労働者に該当する個人、外父員そ
の他これらに類する者として政令で定める個人が事業所得又は雑所得を有
する場合において、その年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入す
べき金額及び雑所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額の合計額が
八十五万円(当該個人力絲合与所得を有する場合にあつては、八十五万円か
ら・・・給与所得控徐額を控徐した残額・→に満たないときは、その年
分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入する金額又は雑所得の金額の
計算上必要経費に算入する金額は・・・六十五万円を政令で定めるところ
により事業所得に係る金額と雑所得に係る金額とに区分した場合の当該区
分したそれぞれの金額とする。

家内労働者等の事業所得・雑所得(公的年金以外)の必要経費の合計額が価
万円に満たないときは、 65万円を必要経費として控徐できる。
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子竺めよヲ発蓼禽者街(ざt0ヒ)'吟消婁客・事¥客簡(ct0巳)'のオンラネン1躬1か屡大し、」イジターネットを通6て個別の仕事を

靴"ず御号所"器謬"■無加,ミ等泌熊"硬■厭郡弊゛、1梦L戸雅1
讐包」t?卿系耆ゞL三謹剣L舌己{三藷卸詠t魯喪早1湧Xξ努鴛壽ネ専參乳阜武ぢ1衡翌智昇習奨するか力輪点となるが、当調査

三瓣難蔀御躯ゞ葬續隈厭だ"埒隙詔?熱器翻難靴焼謁臓蛎難漆粂雛搬券

1ξltξ11'゛心、§1111診1,ミξ練、努1曽f1邑W嘉盆翻飯左1畠、11足1套条誘三言il、11省阻、11
重畢害k喜素男矩雷ぞ系糖る四蕉四熨昇憙勢弁之泛湊男倒赤飼吉!乞栗確添§講閲やイ(評瓢旺雫論お玉喜皙冬奎賢引の仲介等を行う

がを藷Lてぃ晃国が寺ぢ湛か、等年、ネジターネ牢卜般許に関'す牙談税操れの量沸靭こ1す点す者た'制産整待聖行今羌■もあるき

1瓢熊為t11,無謹靴1"鄭嗣如司爺繊璽鞭獣誌女1■陛知ネ鞭鵬翻論誇'
11ノミτの普及覆昏の'要'F11しっつ1昇西係喜の聖響負、、繞桐以外の§喰の整榔夬日概沓'叉、諸'由の絢盧も会尋お具往

2 2)経済社会のICT化等を踏まえた所得把握のあり方
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先進諸国の情報入手
フランスでは、インターネット上で様々な取引の仲介等を行う事業者が、当該取引の当事者フランス

の収入等に係る情報を税務当局に報告する法定調書が2020年から導入される予定。
フランスでは、 2014年に、インターネット取引を通じて稼得された所得に係る課税漏れの増
加等に対応する観点から、調査対象者が特定されていない段階でも、税務当局が第三者に対
し一定の条件を指定し、該当する取引情報等の提供を要請することが可能とされた。
イギリスでは、税務当局が不特定の納税者に係る情報提供要請を行う仕組みについて、 2013
2016年の法改正により、一定の条件の下で、情報提供要請の対象となる第三者の範囲が

様々な取引の仲介等を行う事業者等に拡大された。
ドイツでも、判例に基づき税務当局が不特定の納税者に係る情報提供要請を行うことが可能ドイツ

であったが、 2017年の法改正により、こうした権限が法律上明文化された。
2017年から、ウーバーが運転手の同意の下で、その運転手の収入情報を国税庁に提供し、国
税庁が記入済み申告書に反映する仕組みを導入。

ウーバーを白めたすべてのタクシー業界について、各運転手が民間の報告センターに運車云情
報を報告し、国税庁は報告センターに情報の提供を求めることができる。

銀行やクレジットカード等の支払決済会社のほか、ペイパル等の弔三者決済代行業者に対し
売上等の決済情報を税務当局に報告する法定調書が存在している。インターネット取引の拡
大等を踏まえその提出範囲の拡大も提案されている。
また、法律に違反した可能性があると信じるに足る合理的な根拠が存在する場合などには、
ジョン・ドゥ・サモンズ(不特定者に対する行政召喚状)という司法的手段による資料提出
が可能。

政府税制調査会資料を筆者加工

イギリス

米国

エストーア

スウェーデン
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名

(所得税度)

エストニア

(総合課税)

スウェ^フーン
(分課税)

ICTの活用を含めた
納税者利便の向と等に向けた取組(例)

入済申借書

原則、スマホ等で申告が可能

入済申借

原貝リ、スマホ等で申告力て可能

年末手の簡素化

控除対データ1よ控除関係機関力、ら国税庁の税務
手支援システムに集約され、従業・雇用主が控
除申 をダウンロード可能。

政府税制」調査会による海外調査報告(、1哘戈29年6月19田

(分
国

課税)

アメリカ
〔絵含課峩(判子)・

課税(配当・CO))

(蝦)

段

カナダ
(総合課税)

フランス
(総合課税)

確定申告ビジネス申告代行)力て発達

原興1、スマホて申告力て可能(民問の申告代行
力て作成するアプJを利用)

イギリス
(段階的課税)

記入済申告

原貝lj、スマホ

用者から集筆ったを課税当島力ξ〒め中告に記入し、納税老1一供することで、納税老の税褒中青を亥損するサービス(注)記入涛中告
※アメリカの段階的諜税は、紬与所樽、配当所得及び長糊キャピタルゲインの煩に各所暢を一旦合算した織郁に彫じて、また、イギリスの段的謀税は、給与所得、利子所揚、田当所褐、諒渡所得の踊に各所得を
一且合算した総額ι一応じて、各所得に係る税串ブラケットがそれぞれ決まるため、労所等の韻が、金.所に係る貌牢に彫響するといラ点で1ま、鯉合税に近い構造を有する.

(堀)

入済申告

原貝1」、スマホ

.

(未入項が比較的多い)

で申告力て可能

.

年末調整伽」度のりアルタイム化

用主力て、従への毎月の給与支払毎に税額を
胸しナ=上で、源泉収を実施。

原貝j、スマホて申告力t可能

業者は、イ寸加価値税申告(毎月)1こ、合計1.000ユーロ(12万円)以上の取引相
手方に係るインボイス報を記載(課税当局においてマッチング)。

者は、政府が認証したレジを使用(改ざん不可能、課税当局現金取引を行う
のみ読取り可能)。

.

.

(未入項力て比

で申告力て可能

.

い経済への対応を含めた
度の信頼性向とに向けた取組(

控除対データのほか、インボイス、クレジットカード利用情報、ストック情報、支
払調書力t課税当局に約(課税当局においてマッチング)。

.

的多し、)

(概要)

.

多様な;去定調を、備(ビットコイン取引、600ドル(6.5万円)以上の役務提供
約250の取引に報報告務(日本は60))。

「新しい経済」への対応として、近年、ビットコイン取引所に顧客情報の提供を求
めナニ伊」あり。

. 「新しし、経済」への対応として、近年、インターネットオークションの運営会社1こ利
用者情綴の提供を求めた伊」あり。

インターネットを利用した課税逃れ等1こ対応するナニめ、課税当局への情報提供の
対範囲を見し。

シェアリングエコノミーのプラットフォーム業者力て、利用者問の取引報を課税
当局に報告する仕組みを導入(2020年~)。

.

.

軸税者と課税当局のコミュニケーション緊密イヒのーとして、2020年以、個人
主や法人力て、四半期に一度、財務会十情報を課税当局1こ報告。

国際的な課税逃れ等に対応するため、課税当局への毅供の対範囲を
し。

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.
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日本型記入済み申告制度のイメ

利用者

(税者)

昌 r個人奏
ー'「公的個人

+バスワード

マイナポータル

自己報表示

ード」

証」

力

務当局

各害類の電子送付

前年度の申告憤報

お知らせ

申への動転記

シングルサインオン

*生命保険控除証明害、地震保料控除証明害、住宅取得資金に係る入金の年末残高

申告

民年保料控除証明
附金の受領証

^^^^^^

券会社

八の源泉徴収票
会保険料控除証明書一

療費'知

金額証明書

給与の泉徴収票
退職所の泉徴収

金に係る借入金の
年末残高等証明書*

坐一保険控除証明書*

地震険料除証明

寄附金の受証

申省

^^^

J

^^

e-Tax

自治体

日本年金機

保険者

中JJ、企業
整備構

企業

銀行

生命保険会社

損害保険会社

特定公益増進法人
政党等

^^^^

ι

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

金所、
通算・

座年圖取引綴告害

口座年間取引報告
配当、収益分の支払通知書

の益
失繰

【金融所得確認システムの中で処理される範囲】

住易票

証明害は、当面は年末調整の対魚

銀行

情
報

ジ

民
送
サ
ー
ビ
ス

ー
,
,
ー

'
ー

ー
ー


